





































































(272) 特に、O.MAZZOTTA,Variazioni su poteri privati cit.nella nota(205),p.
583;E.GHERA,Parita? di trattamento e principio di correttezza cit.nella nota
(201),p.551;R.SCOGNAMIGLIO,Considerazioni sulla sentenza n.103/89 cit.
nella nota (207),p.127;R.FOGLIA,La Corte Costituzionale e il principio di
 
parita?di trattamento nel rapporto di lavoro,in Dir. Lav.,1989,I,p.310;M.DE
 
LUCA,nota alla sentenza della Corte.Cost.9marzo 1989, n.103, in Foro. it.,
1989, I, 2105; G. SANTORO-PASSARELLI, Il problema della parita? di
 










(274) もっとも、P.CHIECO,Principi costituzionali, non discriminazione e parita?
di trattamento cit. nella nota (201), p. 478; L. ANGIELLO, La parita? di
 
trattamento nel diritto del lavoro cit.nella nota(206),p.310.など判決を好意的
に評価する立場もある。
(275) イタリアにおける協約自治の議論の進展については、大内・前掲注（８）104
頁以下。憲法39条と協約理論との関係については、M.BIAGI (continuato da M.


































LIO, Il cosiddetto principio di parita? di trattamento tra i lavoratori al vaglio
 
delle Sezioni Unite della Corte di Cassazione, in Mass. giur. lav.,1993,p.582.な
ど。この点については、大内・前掲注（８）137頁以下も参照。
(27) 学説の分布状況については、R.SANTUCCI,Parita?di trattamento cit.nella
 

































い(R.SCOGNAMIGLIO,Il cosiddetto principio di parita?di trattamento cit.nella
 





























(280) たとえば、労務結合説をとる L. ANGIELLO, La parita? di trattamento cit.
nella nota (179).この点については注（184）を参照。
(281) G.PERA,Sulla parita? di trattamento cit. nella nota (201), pp.396ss.;ID,



































(282) 以上につき R. SCOGNAMIGLIO, Intervento in AA.VV., Parita? di
 
trattamento e rapporto di lavoro subordinato,Assicredito,Roma,1995,p.31.
(283) M. GENGHINI, Intervento, AA.VV., Parita? di trattamento e rapporto di
 
lavoro subordinato,Assicredito,Roma,1995,pp.35-40.
(284) A.CERRI,L’uguaglianza giuridica nei raporti interprivati : spunti e rifles-
sioni a partire dalla giurisprudenza in materia di lavoro in Foro it.,1992,I,1526,
spec. 1538.憲法36条を「同一の生産分野において給付された労務を関連づける相
互依存の結びつき」を示したものと解し、同条を均等待遇原則が存在することの根
拠とする R.GRECO,Il principio di uguaglianza nel rapporto di lavoro:parita?di
 



























(285) R. SCOGNAMIGLIO, Il cosiddetto principio di parita? di trattamento cit.
nella nota (276),pp.587-588.
(286) この点については、様々な議論が展開されている。たとえば、G. ROBERTI,
Il rapporto di lavoro e struttura associativa, in Dir. Lav.,1946, I, p.186ss.;S.
PUGLIAITI,Proprieta?e lavoro nell’impresa,in Riv.Giur. Lav.,1954,p.150;C.
GRASSET,Atti del convegno sulla tutela della liberta? nei rapporti di lavoro,
Milano, 1954, p. 81;M..F. RABAGLIEIT, Natura giuridica del contratto di
 
lavoro, in Riv. Giur. Lav.,1955, I, p.253ss. e in Contratto con comunione di
 
scopo.Il contratto di lavoro come contratto plurilaterale?,in Dir.Lav.,1961,I,p.




























ないとするものとして、M.PERSIANI,Diritto del lavoro e razionalita?, in Arg.
dir. lav.,1995,p.24.





は、S. LIEBMAN, Individuale e collettivo nel contratto di lavoro, Giuffre?,
Milano,1993, p. 163 ss.民法典2086条からそれを根拠付けることについては、M.
TREMOLADA,op. cit. nella nota (277), p.49ss.なお、反対の立場として、A.








































































































(297) このほか、M. PERSIANI,Considerazioni sul controllo di buona fede dei
 
poteri del datore di lavoro, in Dir. Lav.,I 1995,p.144,n.50.も参照。
(298) この点に関する人格権（尊厳）説の議論は、第３章第１節二（２）を参照。ま
た、民法典2087条の文言については、注（164）を参照。
(29) この点については、L. MENGONI, Diritto civile, in L. MENGONI, A.
PROTO PISANI,A.ORSI BATTAGLINI,L’influenza del diritto del lavoro su
 
diritto civile,diritto processuale civile,diritto amministrativo in Gior.dir.lav.rel
 
ind.,1990, p.6;L. ZOPPOLI,La corrispettivita? nel contratto di lavoro, ESI,
Napoli,1991,p.279.






























この点については、M. TREMOLADA, op. cit. nella nota (277), p. 19 ss;F.
SANTONI,Parita? di trattamento deil lavoratori nelle imprese private, in Ques-
tioni attuali del diritto del lavoro,Assicredito,Roma,1989,p.72;S.LIEBMAN,
Individuale e collettivo cit.nella nota (287),p.70.
(301) M.TREMOLADA,op.cit.nella nota (277),p.79ss.
(302) これに反対の立場として、P.CHIECO,Principi costituzionali,non discrimin-
azione e partita? di trattamento cit.nella nota (201),p.476.
(303) M.TREMOLADA,op. cit.nella nota (277),p.80.なお、職務以外の理由に
基づく異別待遇の可能性については、P. ICHINO, Il lavoro subordinato : defin-
izione e inquadramento. Art.2094-2095, in P.SCHLESINGER (diretto da), Il
 
Codice Civile. Commentario,Giuffre?,Milano,1992,p.286.
(304) たとえば、R. SCOGNAMIGLIO, Il  cosiddetto principio di  parita? di
 































razionalita?,in Arg. dir. lav.,1995,p.20.
(305) R.SANTUCCI,Parita? di trattamento cit.nella nota (126),p.203ss.



































































ことが導き出せると説明されている。R. SANTUCCI,Parita? di trattamento cit.
nella nota (126),p.208.
(310) 第２章第３節および第３章第３節一を参照。



























p.51.このほか DI MAJO,Delle obbligazioni in generale,in GALGANO(a cura
 
di),Commentario del Codice Civile nScialoja-Branca,libro IV,art.1173-1176,
Zanichelli,Bologna-Roma,1988,p.123.も参照。
(312) この点については、前掲注・（293）を参照。
(313) C. ZOLI, Subordinazione e poteri dell’imprenditore tra organizzazione,
contratto e contropotere,in Lav.dir.,1997,p.248;C.ZOLI,Tutela delle posizioni
“strumentali” cit. nella nota (295), p. 207; R. DEL PUNTA, Parita? di
 
trattamento e rapporto di lavoro cit.nella nota (237),p.2374.
(314) C.ZOLI,Tutela delle posizioni strumentali cit.nella nota(295),p.306ss;R.
DEL PUNTA,Parita?di trattamento e rapporto di lavoro cit.nella nota(237),p.
2374. なお、このような立証責任の転換を論じた文献として、P. TULLINI, Cor-































(316) Cass.10agosto1987,n.6864,in Foro it.,1987,I,2987;Cass.15gennaio1990,
n.122;Cass.6febbraio 1988, n.1299, in Or. giur. lav.,1989, p.253;Cass.19
































(318) R.DE LUCA TAMAJO,Un rigurgito egualitario della Corte di Cassazione,





























rapporto obbligatorio,I,Giuffre?,Milano,1974,p.2ss;R.SACCO, Il contratto,
Giappichelli,Torino,1975,p.786ss.
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定した。一方で、1989年憲法裁判決についての上記の解釈を、個別的労使
関係における使用者の恣意的な権限行使を制限するという文脈で捉えた場
合、同判決は、信義則を用いて使用者の恣意的な権限の行使を制限してき
た1970年代以降の判例の流れと符合することになる。
1989年憲法裁判決直後の破毀院判決の中には、労働協約の格付けをめぐ
る争いの中で、憲法41条を根拠として一般原則としての均等待遇原則の存
在を肯定し、そこから裁判官の私的自治への介入を認めるものがあらわれ
た。
1989年憲法裁判決以後の判例の中で重要なのは、賃金均等待遇原則の法
規範性を否定し、かつ、同一労働をおこなう労働者間での待遇格差に対す
る救済の可能性を否定した1993年破毀院連合部判決と、1996年破毀院連合
部判決である。
1993年破毀院連合部判決は労働協約の格付けに関する事案である。判決
では、1989年憲法裁判決は「均等待遇原則を認めたわけではな」く、「裁
判官の審査権限・修正権限を認めた判決だと理解することはできない」と
述べて同判決の射程を限定的に捉えつつ、集団的労使自治が尊重されるべ
きだとする点から均等待遇原則を否定している。その理由として同判決
は、私的自治や労使自治に裁判官が介入することは、市場の実態を知る立
場にない裁判官が職務の評価をすることにつながり適切ではないこと、ま
た、それが、自己決定という本来保護されるべき当事者の意思に反するこ
とや契約のダイナミズムを損なうことを指摘する。また、経済活動の自由
（契約の自由）も平等原則や尊厳などと同様に憲法上保護された権利であっ
て、どちらかが優越するものではなく、これらの調整は民主的制約のきく
立法府によって行なわれるべきことも付け加えている。
また、同判決は、均等待遇原則を差別禁止立法から根拠付けられないと
も述べる。差別禁止法は歴史的に弱い立場にあった者を対象にしているか
ら、差別禁止法の存在と均等待遇原則の承認は直接的には結びつかず、均
等待遇原則と差別禁止法の違いは「明らか」だという。歴史的経緯に根ざ
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して特定の事由に基づく差別を禁止する差別禁止立法とあらゆる者が平等
に取り扱われるべしとする均等待遇原則とでは規制の存在理由を異にして
いるとの趣旨であろう。
しかし、1993年破毀院連合部判決では、一般条項（誠実原則および信義
則）を根拠に個別契約や使用者の一方的行為のみに均等待遇原則を認める
という一部の学説の議論に対する考慮が不十分であった。そのため、同判
決以降も救済肯定例はなくならず、均等待遇原則の存在を否定しながらも
信義則などの手段によって救済を肯定し、また、個別的労使関係について
のみ救済を肯定する判決が現れることになった。
1996年破毀院連合部判決は、1993年破毀院連合部判決の立場に立脚し、
かつその後の判例の動向を踏まえて、集団的労使自治の場面についてはも
ちろん、個別的労使関係においても、信義則などの一般条項を直截に根拠
にして賃金格差を救済することや、共同体的労使関係観に立って信義則上
の使用者のつけた格差に正当事由を要求すること、あるいは寡数の少数者
を排除することを違法とする一般原則があることを否定し、そのような場
合にも私的自治が妥当することを明らかにした。そして、これら二つの判
決後は判例の立場は救済を否定する立場で定まっている。
学説では、1989年憲法裁判決以降も従来どおり救済否定説が優勢であっ
たものの、判例の議論の影響をうけて、判例の議論の問題点、あるいは賃
金均等待遇原則に関する従来の学説の理論的難点についてより精緻な議論
がすすんだ。
まず、集団的労使関係と個別的労使関係との区別が明確に意識されるよ
うになる。学説のほとんどは、前者については協約自治を尊重する観点か
ら賃金均等待遇原則による裁判官の合理性審査を否定
(319)
する。しかし、後者
については、一部の学説は、使用者の恣意を排除するという目的のもと、
使用者の行為に対して合理性審査をおこなうことを主張している。この主
(319) そして、賃金均等待遇原則を（（労働協約も含まれる）私的自治よりも優位に
たつ）強行的な法原則とみることはできないと結論付ける。
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張は、人格権（尊厳）説や憲法36条説などの既存の学説と結びつくことも
あったがそうでない場合もあった。
既存の学説との関係で活発な議論がされたのは、共同体説と人格権（尊
厳）説である。
共同体説については、同一企業内に所属する第三者である他の労働者と
の比較をおこなうための理論的基礎としての意義をみることができた。そ
もそも、企業内の他の労働者という契約当事者ではない第三者の法的地位
が当該契約に影響を及ぼすことは、債権の相対性という原則からは許され
ないことになるが、共同体説のように労使関係の共同体性を承認するなら
ば、その理論的難点を乗り越えることができる。この点については、イタ
リアではファシズムにおける協調的な労使関係への反省から労使関係を共
同体と捉えること自体に抵抗があることから、労使関係の共同体性を主張
するのは非常に困難なこと、また、労働者間の比較をおこなうためには必
ずしも共同体という概念を用いる必然性はなく、労働者と使用者の関係の
集団性をいえば足りるとする議論もみられた。
人格権（尊厳）説については、尊厳による保護を認める範囲が問題とな
っていた。一部の学説は、尊厳による保護の範囲を経済的事情にまで広げ
ることによって均等待遇原則の法的規範を認めることを主張していたが、
多くの学説はこのような立場をとらなかった。これは、経済的側面にも尊
厳による保護が及ぶとすることは、既存の裁判例や法令と整合性がとれな
いことを理由としている。また、差別禁止と均等待遇を区別する立場から
は、尊厳は一定の社会的属性に基づく不利益な行為を禁止する差別禁止に
関わる概念であり、均等待遇の場面とは必ずしも合致しないことが指摘さ
れている。なお、労働者間の比較については、人格権（尊厳）説からは、
ここで保護される尊厳は社会関係における自己の意識に関わる概念であ
り、社会の構成員である他人との比較することは可能であると説明され
る。
また、特に1993年破毀院連合部判決以降の裁判例の影響をうけて、信義
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則援用の可否についても議論がなされた。これは、使用者の指揮命令権に
対して信義則を適用して一定の制限を設けた1970年代以降の裁判例の発展
の影響をうけた学説である。これらの裁判例で問題とされていたのは、採
用あるいは昇進のための選考の合理性や労働関係の停止または集団的解雇
（整理解雇）の対象となる労働者の選択の合理性であり、ここでの判例の
議論が、はたして同一の労働に従事する労働者間での賃金格差における救
済を認めるまでに敷衍できるかが議論の焦点となっていた。
結 び
本稿では、同一労働同一賃金原則と私的自治の抵触の関係を考察するた
めに、イタリア法を対象として、労使による賃金決定とそれに対する介入
法理および雇用における差別禁止法制の発展という二つの流れを踏まえつ
つ賃金均等待遇原則をめぐる学説と判例の議論を考察した。その概要は次
のとおりである。
イタリアの賃金は、主として全国レベルで締結される産業別全国協約に
よって大部分が決定される。賃金を構成する要素のうちもっとも大きな割
合を占める基本給は職務に応じて決定されている。労働協約によって決定
される職務給が成立している場面が多いと評価できる。労働協約で基本給
が決定されていない場合には、基本給は個別契約によって決定される。も
っとも、その場合には「公正な賃金」の法理によって、産業別全国協約の
基本給相当額を原則とする賃金額の下限が設けられている。上乗せ賃金や
付加的給付については、労働協約によって基本給が定められているか否か
にかかわらず、個別契約あるいは使用者側の一方的決定によって決められ
る場合が
(320)
ある。使用者側の一方的決定が契約上義務づけられている性質の
ものであるかは、賃金の「全包括性」の原則の問題や企業慣行の問題とし
(320) もちろん、労働協約によって上乗せ賃金や付加的給付が定められる場合もあ
る。
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て処理されることになる。
賃金決定に対する介入法理としては「公正な賃金」の法理がある。これ
は、一面で判例による最低賃金の保障という側面をもつが、他面では労働
協約による賃金決定、なかんずく産業別全国協約による賃金決定という既
存のシステムを実際上支援および強化する役割を果たしている。原則とし
て、産業別全国協約で定められた賃金額を「公正な賃金」とみなしている
からである。
また、判例が当初賃金の「全包括性」の原則を認めていたのは、使用者
が一方的決定によって支給する付加的給付を契約上義務づけられた賃金と
評価するためであった。ところが、「全包括性」の原則を認めることは労
働協約による自由な賃金決定を損なうことでもあった。学説が「全包括
性」の原則に否定的だったのもこの考慮からであった。結局1980年代の半
ばに判例は「全包括性」の原則の否定へと立場を変えた。このように、イ
タリアでは産業別全国協約による集団的労使自治を中心とした賃金の決定
がおこなわれてきた。
差別禁止法制の発展をみると、イタリアでは1980年代後半に大きな動き
があった。この時期以降、差別禁止立法の実効性を高める方向で立法がな
され、またヨーロッパ全体では雇用差別禁止が、指令と EC／EUの基本
原則の両面から進展した。これらは、雇用差別禁止法制の規制強化や差別
禁止事由が増大する結果をもたらした。また、差別禁止立法の制定意図や
目的として平等法理が使用者の労務指揮権の制約している側面を強調する
見解は、後に大きな議論の的となる賃金均等待遇原則の議論へと通じるも
のであった。
イタリアでは賃金均等待遇原則を実定法上明確に認めた立法は存在して
いない。イタリアではそのような実定法上の明確上の根拠なくして賃金均
等待遇原則を認められるかが議論されていた。賃金均等待遇原則の議論
は、従来いくつかの論者がそれを認める議論を展開していたが、通説およ
び判例は一貫して同原則を否定する立場に立っておりそのような立場は疑
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われていなかった。この状況は、使用者の指揮命令権が、その権限の絶対
性を承認していた多数説の立場からも、はじめて法的に制約されたと捉え
られることになる1970年の労働者憲章法制定以後も変わらなかった。
そこに大きな転換をもたらしたのが、1989年憲法裁判決である。この判
決がきっかけとなって賃金均等待遇原則がイタリア労働法の議論の中で脚
光を浴びることになった。このような展開をみせた原因には、全国レベル
での労働協約による労働条件決定に対する不信がこの時期示されていたこ
と、1970年代以降使用者の裁量権を制限する傾向が判例および学説におい
て見られてきたこと、および差別禁止法制が大きく発展をみせていたこと
が考えられる。つまり、既存の労使による産業別全国協約による賃金決定
に対する不信、使用者の裁量権を制限する法理の進展および平等原則の進
展という側面が賃金均等待遇原則をめぐる議論をうながしたと評価できよ
う。もっとも数年にわたる議論を経て、判例（および通説）は私的自治、
特に協約自治尊重の観点から同原則を否定することとなった。これは、労
働協約の内容に対して平等原則という抽象的な概念から審査を許容すれ
ば、協約を中心としたイタリアの労働条件決定システムが不安定になるこ
とへの懸念があったと考えられる。判例の議論においては他に、均等待遇
原則と差別禁止を明確に区別していること、裁判官には労使に成り代わっ
て賃金格差の合理性を評価することへの懸念もみられた。
このように賃金均等待遇原則を否定する第一の根拠は労使自治すなわ
ち、労働協約による自由な労働条件決定の尊重にあった。判例および通説
は個別契約の場面や使用者の一方的決定の場面でも、集団的労使自治の場
面と同様に、私的自治を強調するという理由および裁判官の権限をそこま
で拡大することはできないという理由から同原則を否定する。しかし、学
説の中には集団的労使関係と個別的労使関係を区別し、個別的労使関係の
場面では救済を認める議論が有力に主張されていた。もっとも、個別的労
使関係に対する介入を認める立場も、労使自治への介入は否定しているこ
とは注目さ
(321)
れる。
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この個別的労使関係における救済の可否の議論の中では以下が注目され
る。第一は、同一の労働をおこなう労働者間での賃金格差を救済するため
の前提として、同一企業の労働者間の比較をおこなうための理論的基礎が
必要だという点である。共同体説は、このような理論的な障壁を克服する
ために主張されたとみることも可能である。一方で、救済否定説はこのよ
うな労働者間の比較のための理論的基礎がないことを主張している。ま
た、労働者間の比較をするためには必ずしも労使関係の共同体性をもちだ
す必要はなく、労働者と使用者の関係の集団性をいえばよいとする一部学
説の指摘も注目される。
第二は、差別禁止と均等待遇原則が区別されるとの主張がみられた点で
ある。特に、このような区別を主張するイタリアの学説の立場からみる
と、差別禁止は必ずしも労働者間の比較を前提としないという主張、すな
わち差別禁止違反は単に一定の社会的属性に基づいた不利益な措置があれ
ば成立するという主張は、上述の第一点の議論と合わせて考えるならば興
味深い。判例も、1993年破毀院連合部判決において、差別禁止法の存在か
らは均等待遇原則を根拠付けられないと述べており、両者が別個の概念で
あるとの立場をとっている。
第三に、信義則の援用の可否については、労働者の指揮命令権を制限す
る既存の判例との整合性が中心に議論されていた点が注目される。特に、
信義則が当事者が予定していない新たな法的権利義務を創設する効果があ
るのかが議論の分かれ目であった。
日本との比較も意識しつつ以上の点をさらに考察すると、まず、日本と
イタリアでは均等待遇が問題となっている場面がまったく異なっているこ
とに注意するべきである。日本の均等待遇に関する議論では非正社員と正
社員との間の大きな待遇格差が問題とされているのに対して、イタリアで
は正社員間の格差が問題とされておりしかも待遇格差は日本ほど大きいも
(321) また、初期の救済肯定説の中にも労使自治を意識した議論を展開するものもあ
る。
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のではない場合が多いようで
(32)
ある。これは、イタリアにおいては賃金均等
待遇原則は、協約において組合員をどこまで公平に扱うべきかという問題
（協約自治の限界の一局面）、および使用者の権限の行使をどこまで有効と
みるのかという問題（恣意的権限行使の制限）との関連で論じられてきた
からであろう。また、賃金の決定システムをみても、日本では就業規則に
よる決定あるいは使用者による一方的な賃金提示をうけ交渉の余地のほと
んどない個別合意が主流であるのに対して、イタリアでは全国レベルで締
結される産業別全国協約が主流であり、その産業別全国協約という賃金決
定システムの実効性を強化する機能も果たしている「公正な賃金」法理が
ある。同一労働同一賃金原則の私的自治に対する介入法理としての側面に
着目する本稿の視点からみた場合、このような賃金システムの相違は議論
の中で一般に想定されている私的自治が両国で異なっていることを示して
いる。
イタリアの判例および通説は、私的自治を過剰に制限することにつなが
るので賃金均等待遇原則を認めることはできないと説く。これは、日本に
おいて非典型労働者と正社員の賃金格差を違法ではないとする救済否
(323)
定説
と一見同じ立場のように見える。しかし、上記のようにイタリアの議論で
想定されている私的自治は、日本の議論で想定されている私的自治とは異
なる。実際に、イタリアでは、私的自治に対する介入といった場合、主と
して（集団的）労使自治に対する制限として賃金均等待遇原則が理解され
(32) たとえば、日本の代表的な裁判例ではほぼ同一の労務を提供しているにも関わ
らず３割程度の賃金格差が生じているのが問題となっている（丸子警報器事件長野
地裁上田支判平成８年３月15日労判690号32頁および日本郵便逓送事件大阪地判平
成14年５月22日労判830号22頁を参照）のに対して、イタリアの裁判例ではほとん
ど格差のない事例（1995年破毀院判決11515号など）が見受けられ、またそのほか
の事例でも大きな格差があるとは思えないものが多い。
(323) この立場の代表的な見解として、菅野和夫＝諏訪康雄「パートタイム労働と均
等待遇原則」北村一郎編集代表『現代ヨーロッパ法の展望』（1998年、東京大学出
版会）113頁を参照。
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ていた。そのような理解は、1993年破毀院連合部判決に最も良くあらわれ
ている。そのため、イタリアと日本の救済否定説は同じように私的自治を
強調するものの、その意味する内容において異なると評価できる。
一方、救済肯定説の方はどのように評価できるか。イタリアの救済肯定
説は、労働協約による賃金決定の場合、個別契約による賃金決定の場合お
よび使用者による一方的決定の場合に場面を分
(324)
けて、労働協約以外の場
面、もしくは使用者による一方的決定による場合にのみ救済を認める説が
多かった。もっとも、救済否定説と同様、イタリアの議論の前提には強い
労使自治という社会的基盤があると考えられる。労働協約と個別契約、使
用者による一方的決定を区別して論じているといっても産業別全国協約が
ある場合には個別契約や一方的決定による賃金決定の余地があまりないイ
タリアと使用者が一方的に決定する就業規則による賃金決定が一般的な日
本を簡単に比較できないであろう。一方、救済の根拠については、イタリ
アでは共同体、人格権（尊厳）、労務の結合、憲法36条、あるいは単に信
義則と多種多彩な議論がなされている。共同体や信義則を根拠に挙げる学
説は日本にも見受けられ一定の共通性がみられる。もっとも、この場面で
も日本とイタリアが前提とする賃金決定システムの違いを過小評価するべ
きではないであろう。
これらの議論では、既存の労働条件決定システムとの関係、特に集団的
労使関係と個別的労使関係の区別のほかに、裁判官による私的自治と平等
原則の調整の可否およびその根拠、労働者間の比較を導入するための理論
的基礎の有無、差別禁止と均等待遇原則との違い、信義則による法的権利
設定効果の有無などが問題とされていた。
このように両国の議論に違いがあるからといってイタリアの議論が日本
(324) もっとも使用者による一方的決定は個別契約上の根拠をもつことになる場合が
少なくない。それもあり、個別契約と使用者による一方的決定に関して、十分明確
に区別して論じていないものも多い。そのような区別を明確にしない議論であって
も労働協約とそれ以外の賃金決定方法の区別ははっきりとなされている。
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の議論にまったく参考にならないものであるというわけではない。イタリ
アの議論からはいくつかの示唆が得られるだろう。
まず、イタリアでは、既存の賃金決定システムに対する評価が立場の違
いになって現れている。イタリアの救済否定説からは、イタリアの全国レ
ベルの労働協約を中心とした賃金決定システムを肯定的に評価する態度が
多く見受けられた。賃金均等待遇原則を否定することは、この賃金決定シ
ステムをより機能させることにつながるという考えがこの立場の背景にあ
ると考えられる。これまでの日本の議論では、非正社員の賃金決定システ
ム自体の評価を明確に意識した議論はされてこなかった。したがって、そ
の観点から日本におけるこれまでの議論を評価しなおすことができるので
はなかろうか。
次に理論の面でみると、イタリアの判例および通説は、個別契約の場面
や使用者が一方的に賃金を決定した場面でも救済を否定していることは興
味深い。学説の中には、個別契約および一方的決定の場合には使用者に格
差の合理性の立証を要求するものがあったがこれは少数説にとどまってい
るようである。判例および通説がこのような場合にまで救済を否定してい
る論拠として、裁判官が職務の評価をすることは司法部の権限を大きく越
えるものであると述べるものがある。日本の救済肯定説は、裁判官に労働
の評価の権限を大きく認めるものが多い。このように大きな権限を裁判官
に与えることが可能か否かについては厳しく吟味する必要があるのではな
いか。もっとも、この議論の前提として、イタリアの労働法では判例によ
る大胆な法創造が限定的な場面に限られていること、また、低賃金に対し
ては判例上「公正な賃金」の法理による私的自治への介入が予定されてお
り、しかも「公正な賃金」の水準が原則として産業別全国協約と同レベル
と日本より高水準であることには注意する必要がある。
最後に、救済否定説の側からなされる救済肯定説の理論的根拠に対する
批判も示唆に富む。救済否定説は、労働契約はあくまでも労使の交換的契
約であるから、共同体説や労務結合説（折衷的労使関係説）のような共同
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体的な労使関係の把握は不可能であると説く。これは、労働契約論にもつ
ながる立場の違いではあるが、少なくとも共同体的な労使関係観は当然に
は受入れ可能な考え方ではないといえるであろう。日本とイタリアでは前
提とする賃金決定システムが大きく異なるものの、この点に関する指摘は
日本で共同体的な労使関係を前提とした救済肯定論にも通用する議論では
なかろうか。また、人格権（尊厳）説に対する批判も興味深い。代表的な
救済否定説によれば、イタリアの実定法上の諸規定から類推される尊厳と
は、平等の場面では機能することがないものであると理解されている。し
たがって、人格権（尊厳）説は根拠が薄弱であると救済否定説は述べる。
これを日本の議論に敷衍すると、日本の議論でも均等（平等）な待遇をお
こなわないことは労働者の尊厳を傷つける行為であると述べられることが
あ
(325)
るが、そのような議論で前提とされる尊厳は本当に根拠をもつものであ
るのかが問われなおさなければならないと考えられる。
このように示唆に富む議論がイタリアではみられたが、ここでもいつか
の課題が残る。一つは、イタリアでは均等待遇原則に対して私的自治はな
ぜかように尊重されるのかという点の考察がさらに必要である。本稿で
は、イタリア労働法全体の歴史の中における私的自治の位置付けをおこな
うにはいたらなかった。この点の考察を踏まえた上で日本では均等待遇原
則との関係で私的自治はどの程度まで尊重されなければならないかを考察
する必要が出てこよう。また、差別禁止法制の発展と私的自治との関係、
さらにはそれが均等待遇原則の議論に及ぼした影響については十分な考察
を展開できなかった。本稿の第２章で述べた内容は、やや記述的にその進
展の概要を示したにとどまる。さらに日本の同一労働同一賃金原則をめぐ
る議論のもう一つの中心的論点、すなわち非正社員（周辺的労働者）と正
社員（中核的労働者）の二重の労働市場の問題に関する考察は本稿では取
り扱うことができなかった。これらの点については別の機会に考察するこ
(325) 浅倉むつ子「パートタイム労働と均等待遇原則（下）」労働法律旬報1387号
（1996年）38頁など。
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とにしたい。
【本稿は、科学研究費補助金（若手 B）20730043の助成をうけて行った研究
の成果の一部である。】
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